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～“はたらく”組織をえがおに～

●「新型コロナウィルス」関係の情報ご提供
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今月の無料相談会

日時： 3/12（木） 13:00 - 17:00

場所： KRP4号館3階 BIZNEXT

●最近ご相談の多いテーマ

『新型コロナウィルス対応』
『退職勧奨』 など

上記テーマ以外でも、大歓迎です。
ご予約不要、お気軽にお越し下さい。
（KRP4号館3階 BIZ NEXT受付へ）

その他トピックス

●「働き方改革推進支援助成金」が新設予定 （現在諮問中）

●20代の仕事意識動向トップは「プライベート重視」

労働時間の短縮や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に取組む中小
企業事業主に対し、36協定の時間外労働時間数の縮減、所定休日の増加、特別
休暇や時間単位年休の整備を行った際の費用助成が検討されている。

新型コロナの影響で、業務に支障等が出ておられる会社様も多いことと思います。情報も錯綜して
おりますところ、現時点でご案内できることをお知らせ致します。お困りごとはお気軽にお問合せ下さい。

●パート等の厚生年金の段階的加入促進案、国会提出へ（3月3日）

厚生年金加入義務の企業規模要件を拡大する案が、3月3日に国会に出された。
中小企業の経営への影響にも配慮し、拡大は2段階案（2022年10月に101人以上、
2024年10月に51人以上）となっている。これにより約65万人の加入が見込まれる。

●パワハラ対応のリーフレットが公開

「あなたが仕事をする上で重視することは？」についての回答は、以下の通り。
第1位：プライベートの時間を十分に確保できる ・・・39.4％（全体は28.7％）
第2位：給料が高い ・・・36.2％（全体は41.4％）
第3位：やりたいことを仕事にできる ・・・25.2％（全体28.6％）

※情報元：リクルートキャリア調査
直近1年以内の転職経験者1,056名を対象（2019年9月実施分）

パワーハラスメント防止措置が今年の6月1日に義務化
（大企業）されるが、先日出された指針内容を盛り込んだ
ハラスメント防止対策がわかりやすく掲載されている。
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000596904.pdf

１．まずは、自社の現状を把握しましょう。

①コロナの影響で受注が減った！商売にならない！
→インバウンドの旅行業・イベント系・飲食の事業を営んでいる企業様

②事業自体には影響がない。コロナの対応等でむしろ忙しい！
→医療・保健・保育・介護・ITインフラ・小売・卸売等

３．該当する助成金があれば
申請できるか検討しましょう。

●『雇用調整助成金』
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu
ite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin
/pageL07.html

●『新設助成金（小学校等の臨時休業
に伴う保護者の休暇取得支援）』

・小学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得
支援（新たな助成金制度）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_0
9869.html
・小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援

（新たな助成金制度の創設）別紙

https://www.mhlw.go.jp/content/12600
000/000601848.pdf

※情報元：厚生労働省HP

２．その上で、経営判断を実施しましょう。

上記①に該当し、社員様の一部を休業させている、営業日・稼働日の
一部を休業させている会社様は、社員様に対して【休業手当の支給が
必要】になります。

上記②の会社様で、「小学校等が休みになった為、社員様の勤務に
支障が出ている」場合
＜原則＞会社がそのリスクについて負担する義務はありません。

そのために休んだ日は原則「欠勤」となり、有給休暇を取得して
もらったり、会社独自の休暇制度の利用等が考えられます。

＜特例＞今回の事態を受けて、休める等の措置を新たに設置する場合、
これは社員様に対する福利厚生の措置となります。

また、「学校等の休み等にかかわらず、出勤させることがリスク」と経営
判断された場合は、会社判断の休業になり【休業手当の支給が必要】

＜ご参考情報＞助成金よりも素早く資金調達できる方法
として、以下の支援策も発動されています。

・日本政策金融公庫のセーフティネット貸付
・信用保証協会のセーフティネット保証４号


